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第１、問題の提起と結論――本件は現代における学問の自由の侵害の典型的な事例

―― 

 ここでの問題は、本件教授人事における３つの違反行為（不作為不法行為。その

意味は原告準備書面（６）で述べた通りである）によって原告の学問の自由が侵害

されたか否かである。 

 この点、学問の自由の侵害として有名な事件として、美濃部達吉の憲法学説が「わ

が国体にもとり」「皇室の尊厳を冒? する」ものとして美濃部の著作が発禁処分、美

濃部が不敬罪で告発された天皇機関説事件、警察官の大学構内立入り行為が問題と

なったポポロ事件が挙げられるが、これらの事件と比較したとき、本件は、学問の

自由の侵害として有名な上記事件とはほど遠い事例のように見える。なぜなら、本

件では時の政府も警察官も直接登場する事例ではないからである、だが、時の政府

や警察官が直接登場しないような事例では学問の自由の侵害の余地はないのだろう

か。答えは否である。それどころか、時の政府も警察官も直接登場しないような本

件事例こそ、現代における学問の自由の侵害の典型的な事例である。では、なぜ本

件事例が典型的な事例なのか、その理由を明らかにするためには、明治憲法に明文

の定めはなく、日本国憲法で初めて「学問の自由」の保障が登場した理由を、歴史

的に言えば、表現の自由を保障した近代憲法（明治憲法等）にはなかった「学問の
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自由」がその後、現代憲法（日本国憲法等）において登場した理由を明らかにする

必要がある。まずこの点について、以下詳述する。 

 

第２、「学問の自由」の保障の意義 

１、現代憲法（日本国憲法等）において「学問の自由」が登場した理由 

 表現の自由を保障した明治憲法には「学問の自由」の保障はなく、日本国憲法で

初めて「学問の自由」の保障が登場した。なぜ登場したのか。この問いはまた次の

ように言い換えることができる。日本国憲法は思想および良心の自由や表現の自由

など一般的な市民的自由を保障しており、本来なら、研究の自由はこれらの保障で

足りる筈である。それなのになぜ、その上に「学問の自由」を保障したのか。 

 この問いに対し、学説の中には、学問研究に高度の価値を認め、それゆえに一般

の市民的自由以上の高い程度の自由を保障したのが学問の自由の趣旨だとするもの

がある（宮沢俊義「憲法Ⅱ」３９５頁）。 

しかし、不合理な差別を禁じた日本国憲法の観点からすれば、学問研究に従事す

る者といえども、一般市民以上の高度の自由を持つというのは人間性を尊重すると

いう個人主義的・民主主義的理念に照らし合理性が認められない。では、市民的自

由以外に学問の自由を保障した理由はどこにあるか。 

それは、現代憲法が近代憲法に対して有する特徴から説明できる。その特徴とは

「新しい酒は新しい皮袋に盛れ」である。私人間の生活は、近代社会の進展の中で、

近代憲法制定当時にはなかった「新しい酒」＝新しい環境が出現した。それが、所

有権の絶対不可侵性、契約自由の原則に立脚した経済活動が貧富の格差の拡大とい

う新たな不平等、不公平をもたらしたことである。そこで、この「新しい酒」にふ

さわしい「新しい皮袋」が用意された。それが「（形式的）自由から（実質的）平等

へ」という基本理念の転換を伴う「社会権」の出現である。その狙いは、新しい環

境のもとで個人の自由権が形骸化したのに対し、この「新しい皮袋」により個人の

生存を確保し、もって失われた個人の自由権を実質的に保障するためである（宮沢
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俊義「憲法Ⅱ」８７頁）。 

これと同様のことが学問の自由において発生した。学問研究をめぐる研究者の環

境においても、近代憲法制定当時にはなかった「新しい酒」＝新しい環境が出現し、

それが「新しい皮袋」＝学問の自由をもたらしたからである。その新しい環境とは

一言で言って、「研究者が、研究手段から切り離されて、雇用された研究教育機関に

おいて学問研究を行う」という環境である。以下、この点について詳述する。 

 なお、学問の自由には研究の自由および教育（教授）の自由があるが、本件はこ

のうち研究の自由が問題となっているので、以下の学問の自由の議論では教育の自

由の問題は割愛し、もっぱら研究の自由を念頭に置いて論じる。 

 

２、学問研究をめぐる研究者の環境の変化 

研究者といえどもまず生きていかなければならない。論理的には人間としてまず

生きる条件が満たされて、次に研究することができる。そこで、サラリーマンとし

て商店主としてまたは農民として生きる糧を得て、その余暇に、余力をもって学問

研究を行う場合がある。このような研究に対して、思想および良心の自由や表現の

自由などの一般的な市民的自由（以下、この意味で「市民的自由」と呼ぶ）が保障

されるのは当然である。しかし、近代社会の進展の中で、研究対象がますます複雑

化し、研究方法がいよいよ精緻化するにつれ、こうした余技としての研究は例外的

となり、それに代わり、学問研究の主要な地位を占めたのが、余技としてではなく、

生活の糧も学問研究の場も同時に得る雇用された研究者たちの職業としての研究で

ある。彼らは、大学に代表される教育研究機関に雇用され、生活の糧を与えられな

がら、同時に、教育研究機関において学問研究に専念したのである（以下、この職

業的研究者を「教員研究者」と呼ぶ）。 

 この雇用関係の結果、本来であれば、教員研究者が教育研究機関において学問研

究に従事するにあたっては、彼らに対し、教育研究機関が雇主として有する諸権能
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（業務命令権、懲戒権、解雇権1等）を行使することが認められる。しかし、学問研

究とは本来、これに従事する研究者が自らの高められた専門的能力と知的誠実性を

もって、ただ事実に基づき理性に導かれて、この意味において自主的にこれを行う

ほかないものである。そこで、もしこのような本質を有する学問研究に対し上記諸

権能の行使がそのまま認められたのでは、教員研究者の教育研究機関における学問

研究の自主性が損なわれるのは必至である。なぜなら、雇主は使用人である教員研

究者の研究態度や研究内容が気に入らなければ、雇主の権限を用いて使用人を簡単

に解雇することが出来、或いは使用人の研究内容や方法についてあれこれ指示を出

すことも出来、雇主の指揮命令下にある使用人である教員研究者はこれらの措置に

従わざるを得ないからである。雇主のこれらの措置の結果、結局において、教員研

究者の教育研究機関における学問研究の自由は存在の余地がなくなる（「学問の自

由」の研究の第一人者と言われる高柳信一東京大学名誉教授の「学問の自由」３６

～６８頁〔甲７０〕。甲７１基本法コンメンタール憲法（第３版）高柳・大浜啓吉「学

問の自由」２、学問の自由保障の根拠と趣旨〔９８～１００頁〕）。 

 

３、学問研究をめぐる研究者の新しい環境に対応した新しい人権の登場 

 以上によって、仕事の余技として学問研究を行うのではなく、教育研究機関に雇

われて当該機関で使用人としての立場で学問研究を行うという「新しい環境」（その

環境は偶然のものではなく、近代資本制社会において構造的に必然のものとして出

現している）の下では、教員研究者に、単に個人として一般的な市民的自由を保障

しただけでは、彼らの主要な学問研究の拠点である教育研究機関内部において学問

研究の自由を保障したことにはならない。教育研究機関の内部においては、教員研

                                                 
1 これらの諸権能のうちとりわけ解雇権が濫用された場合には、単に学問の自由が損なわれるに
とどまらず、さらに教員研究者の生存が脅かされるという事態まで惹起する。この意味で、教員
研究者の学問の自由と彼らの生存権・労働基本権は表裏一体の関係にある（教員の労働基本権と
学問の自由に関するＩＬＯ・ユネスコ「教員の地位に関する勧告」（１９６６年）参照）。 
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究者は雇用における指揮命令の関係によって、一般的な市民的自由は既に失われて

いるからである。 

そこで、教育研究機関の内部においても、教員研究者に既に失われた市民的自由

を回復し、もって教員研究者の学問研究の自由を保障するために、新しい皮袋＝新

しい人権を用意する必要がある。それが「学問の自由」が登場した所以である2。す

なわち１９世紀後半以降、新しい人権として「学問の自由」が意識され、その保障

が要求されるようになり、遂にその保障が実現されるに至ったのである。この意味

で、教育研究機関の内部で一般的な市民的自由の回復をはかる「学問の自由」は市

民的自由と同質的なもので、従ってそれは学者（教授）という身分に伴う特権では

なく、教育研究機関における真理探究という終わりのない過程ないし機能そのもの

を保障する「機能的自由」であり、それは学問的な対話・コミュニケーションであ

るからそのプロセスに参加するすべての者に保障されるものである（甲７０高柳「学

問の自由」３６～４１頁。６１～６５頁。甲７１高柳ら９９頁(4)。甲７２芦部信喜

「憲法学Ⅲ人権各論(1)増補版」２０６頁６行目以下、甲７３有斐閣双書憲法（２）

〔第３版〕２４０頁も高柳説に賛成。甲７４憲法１（第５版）３３６頁は総説の諸

外国の沿革で高柳説の問題提起を紹介。参考までに、以上を単純化して模式図とし

て示すと以下の通りである）。 

    研究教育機関 

  外 部 

        市民的自由 

             (１９・２１条)  

外 部 

                                                 
2 この点につき、高柳は、学問の自由とは《思想の自由および思想の交易の自由等の市民的自由
を教育研究機関に貫徹させるための自由であ》り、《市民的自由と学問の自由とは、その本質を
同じくし、大学の内と外との法的環境の相違の故に、その現象形態を異にするのみである》と指
摘する（甲７０「学問の自由」１２１頁）。 

  内 部 

学問の自由 

（２３条） 
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４、使用者の諸権能の制約としての「学問の自由」 

(1)、「学問の自由」の本質的な内容 

 以上の「学問の自由」の保障の起源から、学問の自由の本質的な内容がおのずと

導き出される。すなわち、学問の自由の本質的な内容とは、教育研究機関に雇用さ

れた教員研究者が研究教育機関内部において学問研究するにあたって、その研究に

対して、研究教育機関の設置者または外的管理権者（以下、両者を総称して「設置

者ら」という）が使用者として有する諸権能（業務命令権、懲戒権、解雇権等）を

行使することを通じて当該研究の自由が損なわれることを防ぐことにある。言い換

えれば、研究教育機関の設置者らの上記諸権能のいかなるものも、それが教員研究

者の学問研究と矛盾抵触する限りにおいて、上記諸権能を制限・排除して、教員研

究者の学問研究の自由を確保することにある（甲７０高柳「学問の自由」６５～６

６頁）。 

(2)、「学問の自由」の具体的内容   

ア、学問研究の内容・方法・対象の自主決定権 

 上記(1)で明らかにされた学問の自由の本質的な内容を、今、教員研究者側から眺

めると、それは、学問研究とは事実と真理についての研究者自らの判断に基づいて

遂行されるものあって、研究教育機関の設置者らの上記諸権能の行使によるいかな

る介入・干渉にも拘束されるものではないと言い表すことができる。これが教員研

究者に認められた「学問研究の内容・方法・対象の自主決定権3」である。 

                                                 
3 尤も、高柳は、「学問研究の内容・方法・対象の自主決定権」を大学の自治の具体的内容とし
て掲げている（甲７１基本法コンメンタール憲法第３版「学問の自由」１０２頁２段目）。しか
し、もともと大学の自治は大学における学問の自由を保障するために認められたものであり（ポ
ポロ事件最高裁判決）、両者は《伝統的に不可分に結び合う共生の関係にあること》（甲７２芦部
「憲法学Ⅲ」２２３頁７行目）から、大学の自治としての「学問研究の内容・方法・対象の自主
決定権」は同時に大学教員の学問研究の自由そのものの問題である（甲７２同書２２５頁１２行
目以下）。甲７３有斐閣双書憲法（２）〔第３版〕は大学の自治の主要な内容の第２に、研究およ
び教育内容・方法に関する自主決定権を挙げた上で、《後者は、研究教育従事者の学問の自由の
内容と重なり合う》（２４７頁１２行目）と指摘する。 
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イ、特定の学問研究の方法を実現する手続・過程（教員人事）の自主決定権 

そして、学問研究の「方法」の自主決定権の具体例として次のような事例が考え

られる。教員研究者集団が集団内部で取り組む学問研究の方法（例えば学融合）を

承認し、それを実現するため当該学問研究を担当する教員を新規採用する場合であ

る。この手続・過程において、当該教員研究者集団は承認した学問研究の方法に沿

ってこの教員人事を実現するという自主的決定の下で「教員人事の自主決定権」を

有する。 

 

５、「学問の自由」の侵害の本質的な内容およびその具体的内容 

(1)、「学問の自由」の侵害の本質的な内容 

 以上の学問の自由の本質的な内容から、学問の自由の侵害事例の本来の意味もお

のずと明らかとなる。すなわち学問の自由が侵害される主たる場合とは、時の政府

や警察官が直接登場するのではなく、研究教育機関の設置者らが使用者として有す

る諸権能（業務命令権、懲戒権、解雇権等）を行使することを通じて、教員研究者

の研究教育機関内部における学問研究の自由と矛盾抵触する事態を引き起こし、学

問研究の自主性が損なわれた場合にほかならない。これが「学問の自由」の侵害の

本来の意味である。 

(2)、「学問の自由」の侵害の具体的内容  

ア、「学問研究の内容・方法・対象の自主決定権」の侵害 

４、(2)、アで前述した通り、研究の自由の中心は「学問研究の内容・方法・対象

の自主決定権」である。従って、教員研究者が自主的に決定した学問研究の内容・

方法・対象を、研究教育機関の設置者らが使用者として有する諸権限を行使して、

当該学問研究の内容・方法・対象と矛盾抵触する事態を引き起こしたとき、それは

当該「学問研究の内容・方法・対象の自主決定権」を損なうものである。これが「学

問の自由の侵害」の典型事例にほかならない。 

イ、「特定の学問研究の方法を実現する手続・過程（教員人事）の自主決定権」の侵
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害 

４、(2)、イで前述した通り、「学問研究の内容・方法・対象の自主決定権」の具

体例の１つが、教員研究者集団が集団内部で取り組む学問研究の方法（例えば学融

合）を承認し、それを実行するため当該学問研究を担当する教員を新規採用する場

合に当該教員研究者集団に当該「教員人事の自主決定権」がある。従って、上記教

員人事に対し、研究教育機関の設置者らが使用者として有する諸権限を行使して、

教員研究者集団が自主的に決定した教員人事と矛盾抵触する事態を引き起こしたと

き、それは当該「教員人事の自主決定権」を損なうものであり、「学問研究の内容・

方法・対象の自主決定権」の侵害に該当する。従って、それは「学問の自由の侵害」

の典型事例の１つである。 

本件では、６で述べる通り、まさに、このような典型的な「学問の自由の侵害」

の有無が問われているのである。 

 

６、本件事例の位置づけ 

 本件は被告の東京大学に雇用された原告が、東京大学内部において行ってきた学

問研究すなわち原告が提案し、国際協力学専攻の前身国際環境基盤学大講座の教員

間で合意された新たな研究方法である本学融合（その意味は原告準備書面（３）２

(2)で述べた通りである）を推進するため、本学融合を構成する国際政策協調学を担

当する教授を新規採用するため国際政策協調学分野の教授人事（以下、本件教授人

事という）を実施することになったとき、これに対し、被告の東京大学の管理者た

ち（國島正彦国際協力学専攻長、味埜俊環境学系長及び大和裕幸新領域創成科学研

究科長〔以下、國島専攻長、味埜系長、大和研究科長という〕。以下、この３人を総

称して「東京大学の管理者たち」という）が本件教授人事手続において違法な職務

行為に出て、本件教授人事を停止し、なおかつ違法な手続で別な分野（社会的意思

決定分野）に変更した上で、当該分野の教授人事を敢行した（その事実関係の詳細

は原告準備書面（５）第２、第３）。その結果、本学融合を構成する国際政策協調学



 10

分野の教授人事の実現が妨げられ、結局、被告の東京大学の管理者たちの介入によ

り本学融合の自主的決定権が奪われた事例であり、この意味で、本件はまさに学問

の自由の侵害の典型例に該当するか否かが問われる裁判である。 

 

第３、本件事例の検討 

１、問題の所在と結論 

 これまで述べてきたことから明らかな通り、本件事例が「学問の自由」の侵害に

該当するか否かを破断するためには、本件事例が「学問研究の内容・方法・対象の

自主決定権」の侵害に該当するか否かを検討する必要がある。さらに、この判断を

するためには、本件事例が「特定の学問研究の方法を実現する手続・過程（教員人

事）の自主決定権」の侵害に該当するか否かを検討する必要がある。言い換えれば、

本件事例の検討とは、「教員研究者集団が自主的に決定した特定の学問研究の方法

（本学融合）を実現する手続・過程（教員人事）に対して、研究教育機関の設置者

らが使用者として有する権限を行使して、教員研究者集団が自主的に決定した教員

人事と矛盾抵触する事態を引き起こした」に該当するか否かである。結論として、

以下に述べる理由からこれに該当することは明らかである。 

 

２、大学の自治（教員人事の自主的決定権）の侵害 

 尤も、上記１の問題を論ずる前に、一言指摘しておくことがある。それは、本件

教授人事における３つの違反行為はそれ自体で、大学の自治の内容を構成する「教

員人事の自主的決定権」を侵害するということである。すわなち、 

 大学の自治の内容の１つとして、教員の人事権は学問的能力と知的誠実性を正し

く評価できる同僚である教員研究者自身が有し、研究教育機関の設置者らの介入・

干渉を排除するという「教員人事の自主的決定権」が存在するところ、被告の東京

大学の管理者たちによる本件教授人事における３つの違反行為は研究教育機関の設

置者らによる不当な介入・干渉に該当し、「教員人事の自主的決定権」を著しく損な
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うものである。 

 従って、上記３つの違反行為それ自体で、大学の自治（教員人事の自主的決定権）

の侵害に該当する。 

 その上で、以下に述べる通り、上記３つの違反行為により、原告が推進していた

本学融合に不当に介入・干渉したものであり、この意味で、研究の自由の内容を構

成する「学問研究の内容・方法･対象の自主的決定権」の侵害に該当する。 

  

３、「特定の学問研究の方法を実現する手続・過程（教員人事）の自主決定権」の

侵害 

(1)、「特定の学問研究の方法を実現する手続・過程（教員人事）の自主決定権」の

侵害の成立要件 

 以上明らかにした内容から、「特定の学問研究の方法を実現する手続・過程（教員

人事）の自主決定権」の侵害が成立するために、さしあたって次の要件が導かれる。 

①．特定の学問研究の方法の存在：教員研究者の集団において、特定の学問研究の

方法を採用することが承認され、それを実現する手続・過程（例えば教員人事）

が実行されたこと。 

②．行為の存在（特定の学問研究に対する介入・干渉）：上記の承認された「特定の

学問研究の方法」を実現する手続・過程（例えば教員人事）に対して、研究教

育機関の設置者らの介入・干渉が加えられたこと。 

③．結果の発生（特定の学問研究と矛盾抵触する事態が惹起）上記の介入・干渉に

より、承認された「特定の学問研究の方法」を実現する手続・過程（例えば教

員人事）と矛盾抵触する事態が引き起こされたこと。 

 ここで問題は、「学問研究の内容・方法・対象の自主的決定権」の侵害が成立する

ためには、上記①および②の要件だけで足り、③は不要か、それとも①②③の３つ

の要件が備わることが必要か否かである。 

 この点、第２、４、(2)で前述した通り、学問研究の自由と表裏一体の関係にある
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大学の自治としての「学問研究の内容・方法・対象の自主的決定権」の侵害につい

ては、特定の学問研究と矛盾抵触する事態が発生するかどうかを問わず、いやしく

も当該学問研究の内容・方法・対象に対して研究教育機関の設置者らの介入・干渉

が加えられたことさえ認められればそれだけで自主的決定権が損なわれたとされ、

大学の自治の侵害が認められる。つまり、上記①および②の要件だけで足りる。そ

うだとすれば、大学の自治と表裏一体の関係にある学問研究の自由としての「学問

研究の内容・方法・対象の自主的決定権」の侵害の場合も同様に上記①および②の

要件で足りると解すべきである。 

 従って、「学問研究の内容・方法・対象の自主的決定権」の成立要件について、原

告は「上記①および②の要件で足りる」を主張するが、仮にこの主張が認められな

い場合に備えて、予備的主張として「①②③の３つの要件が必要である」を主張す

る。 

 

(2)、本件の検討 

ア、要件①について 

(ｱ)、本学融合の正式な承認 

 ２００４年５月から、国際環境基盤学大講座を国際協力学専攻に改組するにあた

って、国際協力学専攻の研究・教育体制の全体構想（アカデミックプラン）を明ら

かにするために、国際環境基盤学大講座の教員全員で討議し、同年１０月にアカデ

ミックプランを決定した。そのアカデミックプランの中に、原告が所属する制度設

計講座は、法学、政治学と経済学の学融合の推進により、国際システムの課題をよ

り包括的に理解することを目的とすることが承認された（甲５８原告陳述書（４）

３頁）。 

 以上の通り、本絹学融合は国際協力学専攻の前身である国際環境基盤学大講座で

正式に承認された。言うまでもなく、上記アカデミックプランはその後ほどなく、

被告の東京大学でそのまま正式に承認された。 
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(ｲ)、本学融合実現に向けての取組み（教授人事） 

上記アカデミックプランの決定により本学融合が正式に承認されたのを受け、翌

２００５年から本学融合の担い手となる研究者の採用活動が以下の通り本格化した

（甲６３原告陳述書（５）１６頁経過年表）。 

同年７月、前年退職した国際政策協調学分野の松原望教授の後任人事のため、国

際協力学専攻より学術経営員会に国際政策協調学分野の後任人事が発議され、国際

公募（甲４４）の末、翌２００６年３月、基幹専攻会議で意見の一致が得られず教

授人事は不成立に終わった。改組された国際協力学専攻の２００６年４月の第１回

基幹専攻会議で、国際政策協調学の教授人事は「再公募の意向が承認」され（甲４

５同会議の議事録４頁１２）、２００８年６月、原告が基幹専攻会議に本学融合を示

し、国際政策協調学の公募人事の再開を提案し（甲６）、２００９年５月、国際政策

協調学の教授人事の手続が再開されたのである（甲７の３参照）。 

(ｳ)、小括 

上記の事実から「本学融合を採用することが国際協力学専攻の前身国際環境基盤

学大講座で承認され、それを実現する手続・過程である教員人事が実行された」こ

とが認められる。 

 従って、本件で要件①は認められる。 

 

イ、要件②について 

(ｱ)、本件では、以下の通り、被告の東京大学の管理者たち（國島専攻長、味埜研究

系長、大和研究科長）の３つの違法行為により、本件教授人事に対して介入・干渉

が加えられた。 

? 進行中の教授人事の「停止」（原告準備書面（６）第２、１、(2)） 

 教授選考委員会が国際政策協調学分野で進行中の教授候補者の募集活動等の教授

人事を「停止」するにあたっては、事前に発議した国際協力学の基幹専攻会議及び

事後に教授選考委員会を設置した学術経営委員会に対して「停止」の説明及び承認
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を経る義務があるにも関わらず、教授選考委員会の委員である國島正彦国際協力学

専攻長、味埜俊環境学系長及び大和裕幸新領域創成科学研究科長（以下、國島専攻

長、味埜系長、大和研究科長という）は共同して、２００９年１０月２７日から１

１月２５日にかけて、この義務に違反していずれの会議においても上記説明・承認

を経ずに募集活動等の教授人事を「停止」した。 

? 「基幹専攻会議で分野変更の審議・決定」を経た上で発議する手続の不存在（原

告準備書面（６）第２、２、(2)） 

国際政策協調学分野で教授選考を発議して既に進行中の教授候補者の募集活動等

の教授人事を「停止」し、あらためて学術経営委員会に分野変更を発議するためは、

国際協力学の基幹専攻会議で分野変更の審議・決定を経る義務があるにも関わらず、

國島専攻長及び味埜系長は共同して、２００９年１１月１１日～２５日にかけて、

この義務に違反して上記審議・決議を経ずに学術経営委員会に分野変更を発議した。 

? 「分野選定委員会の開催・審議・決定」という手続の不存在（原告準備書面（６）

第２、３、(2)） 

学術経営委員会で分野変更するためには、設置された分野選定委員会の会議で分

野変更の審議・決定を経る必要がある（甲５２の２）にも関わらず、分野選定委員

会の委員である國島専攻長、味埜系長及び大和研究科長は共同して、２００９年１

１月２５日に分野選定委員会の会議を開催したことを仮装し、仮装の同会議で国際

政策協調学から社会的意思決定に分野変更する審議・決定を経たという虚偽の内容

の審議結果報告書(甲１８の３・同２０の２) を作成した。 

(ｲ)、小括 

上記の事実から「本学融合を実現する手続・過程である本件教授人事に対し東京

大学の管理者たちの介入・干渉が加えられた」ことが認められる。 

 従って、本件で要件②は認められる。 

 

ウ、要件③について 
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(ｱ)、本件では、東京大学の管理者たちの介入・干渉により国際協力学専攻の基幹専

攻会議の承認の下で進められていた本件教授人事は突如停止され、国際協力学専攻

の基幹専攻会議の承認のないまま別の分野（社会的意思決定分野）に変更され、社

会的意思決定分野の教授が選任された。言い換えれば、本学融合を構成する国際政

策協調学分野の教授人事の実現が妨げられ、結局、被告の東京大学の管理者たちの

介入・干渉により本国際政策協調学分野の教授選任は実現されなかった。まさしく

それは、本学融合を実現する手続・過程として承認されていた国際政策協調学分野

の教授選任と矛盾抵触する事態であった。 

(ｲ)、小括 

上記の事実から「本学融合を実現する手続・過程である本件教授人事と矛盾抵触

する事態が引き起こされた」ことが認められる。 

 従って、本件で要件③は認められる。 

 

エ、結論 

 以上から、３(1)で前述した主位的主張または予備的主張のいずれにせよ、本件に

おいて、本学融合を実現する手続・過程である本件教授人事の自主決定権の侵害が

成立する。これは「学問研究の内容・方法・対象の自主的決定権」の侵害、すわな

ち「学問の自由」の侵害の成立である。 

 

第４、その他の問題 

 以上で、要件事実を踏まえた「学問の自由」の侵害の成立に必要な論点は論じ終

わったが、なお念のため、「学問の自由」の侵害に関連した付随的な問題に言及して

おく。 

１、学外の研究者との学融合 

本件の学問の自由の侵害に対し、次のような反論が考えられる。 

たとえ本件教授人事が頓挫したとしても、原告は学外で必要な人材と接触し、交
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流を作り出すことにより本学融合を推進することは可能なのだから、学問の自由の

侵害はない、と。 

 確かに、そのような方法で学融合を進める可能性を否定はしない。しかし、その

可能性があるからといって、現実に進めてきた本学融合の推進を阻害した被告の東

京大学の管理者たち（國島専攻長、味埜研究系長、大和研究科長）の侵害行為の責

任を免れるための正当な理由には全然ならない。 

 のみならず、本件のように、研究教育機関の設置者らが使用者として有する権限

を行使して、学問の自由を侵害する事例こそ、現代における学問の自由の最も中心

的な侵害事例にほかならず、この重要な侵害事例を看過することは到底許容できな

い。 

 

２、就任した社会的意思決定の教授との学融合 

また、本件の学問の自由の侵害に対し、次のような反論が考えられる。 

たとえ本件教授人事が頓挫したとしても、社会的意思決定分野の教授人事が実現

したのだから、就任した社会的意思決定分野の教授との間で、事実上、学融合を進

めれば、本学融合の推進は可能だったはずである、と。 

しかし、そもそも本学融合が全体論（ホーリズム）の方法論（甲１原告陳述書５

頁１行目以下参照）に基づくものであるのに対し、社会的意思決定は論理実証主義

の方法論に基づくもので、両者は研究の方法論として根本的に相容れないものであ

る。なおかつ本件教授人事で社会的意思決定分野の教授として就任した堀田昌英教

授の研究分野は工学系の「資源環境管理学」分野であり、社会科学分野の法学、政

治学と経済学の学融合を目指していた本学融合を彼と推進することは不可能である

（甲６３原告陳述書（５）１３頁、５）。 

 

３、学問の自由の保障の対象について 

さらに、本件の学問の自由の侵害に対し、次のような反論が考えられる。 
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たとえ研究教育機関の設置者らの介入・干渉が認められるとしても、本学融合は

その成果がまだ出ていない段階であり、研究の「準備段階」にすぎないから、学問

の自由の侵害にはなり得ない、と。 

→学問の自由を保障した趣旨は、大学の自治の保障がそうであるように、教員研究

者が真理探究という使命を果たすために必要な範囲でその保障が及ぶとしたもので

ある、この意味で、学問の自由の保障の対象は「学問の成果」ではなく、真理の探

究という過程ないし機能そのものである（高柳「学問の自由」１２８頁）。従って、

遅くとも本学融合が国際協力学専攻の前身の国際環境基盤学大講座で正式に承認さ

れた時点以降は、本学融合は被告の東京大学内部で、学問の自由の保障の対象とな

る「真理の探究という過程ないし機能そのもの」が正式にスタートしたのであり、

本件教授人事をめぐる研究教育機関の設置者らの介入・干渉が学問の自由の侵害に

はなるのは言うまでもない。 

 

第５、結語 

 以上から、本件において、被告の東京大学の管理者たち（國島専攻長、味埜研究

系長、大和研究科長）の介入・干渉により、本学融合を実現する手続・過程として

実施された本件教授人事の自主決定権が侵害され、原告の学問の自由が侵害された

ことが明らかである。 

以 上 

 


